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国立成育医療研究センター（所在地：東京都世田谷区大蔵、理事長：五十嵐隆）の好酸球性

消化管疾患研究室 鈴木啓子共同研究員、野村伊知郎室長は、免疫アレルギー・感染研究部 

松本健治部長、社会医学研究部 森崎菜穂部長、アレルギーセンター 大矢幸弘センター長、

消化器科 新井勝大診療部長、厚労省研究班医師らとともに、日本の 2 歳未満の新生児、乳

児の消化管アレルギー（食物蛋白誘発胃腸症）1に関する全国疫学調査を行いました。 

その結果、新生児、乳児の消化管アレルギーの約半数は生後１ヶ月までの新生児期に発症し

ており、中でも重症度の高い嘔吐と血便があるグループでは発症の中央値が出生後 7 日目

と、早期に発症していました。新生児、乳児の消化管アレルギーについて全国を対象に調査

した大規模疫学研究は日本では初めてです。 

本研究成果は、国際的な学術誌「Allergology International」に掲載されました。 

 

図：発症日齢と 4 つのグループ 

 
1 新生児、乳児の消化管アレルギー（食物蛋白誘発胃腸症）とは、生後間もない新生児や、離乳食を開始した乳児などで起き、

原因食物を摂取して数時間後～数日後に嘔吐・血便などの消化管症状を起こす疾患。数週間後に発症することもあり、食物が原

因であると気付かれにくい。約７割の患者では抗原特異的な IgE抗体は検出されず、また一般的な即時型食物アレルギー（IgE
依存性）の主要症状である皮膚症状がないことも特徴のひとつです。 

新生児、乳児の消化管アレルギーの全国調査結果 
～約半数が生後 1 ヶ月までに発症し、早期の診断治療、栄養管理が重要～ 
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【プレスリリースのポイント】 
 2 歳未満の新生児、乳児の消化管アレルギーについて日本で初めて行われた全国調査研

究です。 

 調査の組み入れ基準として、消化管アレルギーの可能性がある患者を包括的に調査対

象とする、パウエル（Dr. Geraldine Powell）の診断基準 2を採用しました。 

 患者は症状から分類した 4 つのグループについて、それぞれに、分布していることが

わかりました。 

 新生児、乳児の消化管アレルギー患者の約半数は新生児期に発症している（発症の中央

値が 30 日）ことが確認されました。 

 グループ 1（嘔吐あり、血便あり）の発症は出生後 7 日目（中央値）と、4 つのグルー

プの中で最も早いことが確認されました。 

 グループ 1（嘔吐あり、血便あり）とグループ 3（嘔吐なし、血便なし、しかし 慢性

下痢や体重増加不良を起こす）は重症が多く（それぞれ約 25％と約 23％）、腸閉塞（そ

れぞれ約 16％と約 11％）、深刻な体重減少（それぞれ約 14％と約 23％）なども見ら

れ、特に注意が必要であると考えられました。 

 原因食物は牛乳由来ミルクが最も多く見られましたが、母乳、治療用ミルク、大豆、鶏

卵、米により発症した患者もいました。 

 胎児期および新生児期における早期診断のシステム構築、病態の研究が重要と考えら

れます。 

 
2消化管アレルギー、パウエルの診断基準には 4 つのステップがあります 
ステップ 1：治療用ミルク（食）に変更すると症状が消失する 
ステップ 2：症状、検査などにより他の病気と区別できる 
ステップ 3：症状が消えた後は、順調に体重増加が得られる 
ステップ 4：原因ミルク（食物）の経口負荷試験によって症状が誘発される 
経口負荷試験で症状が誘発された場合、診断確定となります。ステップ 3 までを満たした患者は「本症の可能性が高い」
とし、ステップ４までを満たした患者を「診断が確定した」としました。 

 
【背景・目的】 
消化管アレルギーは西暦 2000 年ころから増加してきたと考えられています。本研究では、

今後の対策に資するため、全国の患者を対象として、発症した日齢、さらにはどのような症

状や合併症が起きているのかについて調査することにしました。 

 

【研究概要】 
2015 年 4 月から 2016 年 3 月の間に消化管アレルギーを発症した 2 歳未満の新生児、乳児

の患者について、全国疫学調査を実施しました。調査の組み入れ基準として、消化管アレル

ギー患者を包括して対象とするパウエルの診断基準 2を使用しました。日本全国の病院およ

び診療所に質問票を送付し、医師が診断した 2 歳未満の消化管アレルギーの患者数、パウ

エルの診断基準への該当状況、初期症状に基づく 4 つのグループへの分類、発症日齢、合併

症、原因食物について集計しました。分析対象はパウエルの基準 2のステップ 3 までを満た
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した「本症の可能性が高い」患者群 402 名と、そのうち「経口食物負荷試験などで診断が確

定した」患者群 80 名です 3。この結果、患者の約半数は新生児期に発症している（発症の

中央値が 30 日）ことが確認されました。グループ 1（嘔吐あり、血便あり）の発症は出生

後 7 日目（中央値）と、4 つのグループの中で最も早いことが確認されました。また、グル

ープ 1（嘔吐あり、血便あり）とグループ 3（嘔吐なし、血便なし、しかし 慢性下痢や体

重増加不良を起こす）は重症が多く、腸閉塞、深刻な体重減少なども見られ、特に注意が必

要であると考えられました。 

 
3症状が一時的で、すぐに改善した場合や、重症であり負荷試験のリスクが懸念された場合など、実際にはステップ 4 の
経口負荷試験を行わないまま消化管アレルギーとして診療される患者は少なくありません。 

 
＜消化管アレルギー、発症直後の症状から分類する 4 つのグループ＞ 

 嘔吐 血便 おおまかな病変位置 

グループ 1 あり あり 全消化管 

グループ 2 あり なし 主に上部消化管 

グループ 3 なし なし 主に小腸 

グループ 4 なし あり 主に下部消化管 
このグループ分けによって、発症直後の嘔吐と血便の有無から、消化管のどの部位に病変が存在するのか、おお

まかに推定することができます。（野村ら、2011 年米国アレルギー学会雑誌掲載） 

 

 

 

【今後の展望・発表者のコメント】 
今回の調査によって、新生児期の発症が多いこと、重症患者が全体で 15.1％と少なからず

存在し、腸閉塞、深刻な体重減少などが見られることなどが確かめられました。早期の治療

用ミルクへの変更は大切ですし、経口摂取による栄養吸収が期待できない場合は中心静脈

栄養を行うなど、厳密な栄養管理が必要であると考えられました。特に嘔吐と血便が両方見

られるグループ 1 と嘔吐も血便も見られないグループ 3 は重症がそれぞれ約 25％、約 23％

と多く、注意が必要です。 

発症が新生児期に多く、特にグループ 1 は約半数が出生当日～生後 7 日以内に発症するこ

とから、こうした患者では胎内で既に何らかの免疫反応が始まっていると推測されます。生

後間もない時期の診断方法、栄養療法の手順を検討するとともに、胎内感作の実態を明らか

にすることや、発症リスク因子の同定をするための研究も進めていかなければならないと

考えています。 
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【特記事項】 
本研究は、厚生労働省難治性疾患政策研究事業（201610015B、201811052A、20FC1016）

の補助によって行われました。この場を借りて深謝致します。 

 

 

 

【問い合わせ先】 

国立成育医療研究センター 企画戦略局 広報企画室 神田・村上  

電話：03-3416-0181（代表） E-mail:koho@ncchd.go.jp 


